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 ：原則災害救助法の適用必要 ：被災者生活再建支援法の適用必要
：当該制度の適用や実施が必要  
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※１ 災害の危険継続などで長期にわたり居住不能と都道府県から認定された世帯のこと。被災者生活再建支援法で「全壊」の扱いになる。
※２ 大規模な災害では、半壊、大規模半壊の方や、二次災害の危険、ライフライン停止などで自宅からの長期避難が必要な方の入居可能性もある。
※３ 特定非常災害などでは、半壊以上の方も公費解体の対象になることがあるが、修理して住むという選択肢も慎重に検討を。
※４ 大規模な災害では、全壊だけでなく、半壊以上の方などが入居できる場合も。入居には収入条件があり、家賃は必要。
※５ 生計維持者の死亡で５００万円、その他の方の死亡で２５０万円。重度障害の場合には、左のそれぞれ半額の支給。
※６ 世帯主の１か月以上の負傷、家財の３分の１の損害（浸水被害も）でもそれぞれ１５０万円まで借入れ可。内閣府防災のHP

建設購入 100万円
修理 50万円

民間賃借 25万円
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ＯＫ


	スライド番号 1

